
【これまでの支援】
○ 自治体とハローワークが一体となった就労支援（平成17年度から実施）
・「福祉から就労」支援事業 【実績】就職率５４．５％（平成２３年度）
○ 自治体独自の多様な就労支援
・ 生活保護受給者に対し、民間団体や地域と連携し、生活訓練・社会訓練・技術習得訓練を一体的に
実施（横浜市）
【実績】就労率 ６０．４％（平成２３年１０月～平成２４年３月）

○ 居住の確保
・ 住宅支援給付(平成25年度までの時限措置)の支給（平成21年度第1次補正予算等において措置、緊急雇用
創出事業臨時特例基金として実施） 【実績】常用就職率 ５８．５％（平成2４年度）

○ 貸付・家計相談
・ グリーンコープ生協においては、きめの細かい生活相談に併せて貸付を実施

【実績】平成23年度末までの貸倒率 ０．９７％
○ 子ども・若者への学習支援、養育支援、居場所づくり、就労支援
・ 被保護世帯の中学生及びその保護者等を対象に進学の助言等を行うとともに、学生ボランティアに
よる学習支援を実施（埼玉県）
【実績】参加者の高校進学率 ９７．0％（平成２３年度） （参考）被保護世帯全体：８９．５％

・ 地域若者サポートステーションによる就労支援（平成18年度から実施）
【実績】就職等進路決定者数 １万２千人（平成２３年度）

【指摘されている課題】

○ 一部の自治体のみの実施

○ 各分野をバラバラに実施

○ 早期に支援につなぐ仕組みが欠如

生活困窮者支援の現状
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生活困窮者のイメージ

対象者のイメージ 支援の内容

生活困窮層
（現に生活保護受
給に至っていない
が、今後そのおそ
れがある層）

○主として、福祉事務所来訪者のうち生活保護に至らない者

は、高齢者等も含め年間約４０万人(平成23年度推計値)

・生活困窮者自

立支援法に基
づく自立相談

支援事業や住

居確保給付金、
就労準備支援

事業等

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
自
治
体
に
よ
る
一
体
的
就
労
支
援

※以下の者のうち、経済的に困窮する一部のものについても生活

困窮者に含まれ得る。

・非正規雇用労働者 平成12年：26.0％ →平成24年：

35.2％

・年収200万円以下の給与所得者 平成12年：18.4％ →

平成23年：23.4％

・高校中退者：約5.4万人(平成23年度)、中高不登校：約

15.1万人(平成23年度)

・ニート：約60万人(平成24年度）、ひきこもり：約26万世帯

(平成18年度厚労科研調査の推計値)

・生活保護受給世帯のうち、約25％ (母子世帯においては、

約41％)の世帯主が出身世帯も生活保護を受給。(関西国

際大学道中隆教授による某市での平成19年度の調査研究結果)

・地域若者サ

ポートステーショ

ンやひきこもり

支援センターな

どの既存支援機

関につなぐこと

が基本

生活保護受給層

○生活保護受給者のうち、稼働年齢層で就労支援が必要とさ
れる者は約３６．９万人(平成23年度)

（参考）生活保護を新規に開始した者のうち、稼働年齢層で就労支
援が必要な者は約８.８万人(平成23年度推計値)

・生活保護法に
基づく被保護
者就労支援事
業等 42



求職者支援制度 生活困窮者自立支援制度

制度の趣旨
○ 雇用を通じた第１のセーフティネットと生活保護という第３のセーフティネットの間の第２のセーフ
ティネットとして機能するもの。

制度の目的

○ 雇用保険を受給できない求職者に対し、職
業訓練の受講機会を提供すること等により、
就職を促進し、もって、その職業及び生活の
安定に資することを目的。

○ 生活困窮者に対する自立の支援に関する
措置を講ずることにより、生活困窮者の自立
の促進を図ることを目的。

実施主体 国（ハローワーク） 福祉事務所設置自治体

対象者
○ 雇用保険を受給できない求職者であって、
就労への意欲と基礎的能力のある者。

○ 就職活動を行うために必要な生活習慣や
社会参加能力の形成等が必要な生活困窮
者。

支援の内容

○ 民間教育訓練機関が実施する就職に資す
る職業訓練の受講機会を提供。
○ 訓練受講中、職業訓練受講給付金（10万
円＋交通費）を支給。（一定の要件あり）
○ 訓練の受講前、受講中、終了後において、
一貫してハローワークが就職支援を実施。

○ 一般就労に向け、生活習慣や社会参加能
力等を形成するための訓練を実施。
○ 訓練実施期間中、住居確保給付金（家賃
相当額）を支給。（一定の要件あり）
○ その他、必要に応じて、日常生活上の相談
支援等を受けることが可能。

求職者支援制度と生活困窮者自立支援制度の役割分担について

生活困窮者の就労支援に当たっては、求職者支援制度と生活困窮者自立支援制度の適切な役割
分担の下、生活困窮者の個々の段階に応じて連続的に行われていくことが重要。
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就職支援ナビゲーター

＜就労支援メニュー＞
① キャリア・コンサルティング
② 職業相談・職業紹介
③ 職業準備プログラム
④ トライアル雇用
⑤ 公的職業訓練等による能力開発
→求職者支援訓練等への円滑な移行に資
する基礎能力等の付与を図る就職・自
立促進講習を新たに実施し、職業訓練
を積極的に活用

⑥ 個別求人開拓
⑦ 広域型を含めたﾏｯﾁﾝｸﾞ

ハローワーク

就
職

就
労
に
よ
る
自
立

常
用
雇
用
化

職
場
へ
の
定
着

地方自治体
（福祉事務所等）

就職困難・生活困窮者

生活保護受給者等
→相談・申請段階の者や
受給後早期段階の者を重
点に集中支援

児童扶養手当受給者

住宅支援給付受給者 等

○的確な就労に関する助言
→給付の適正化の実現

就労に関する支援
要請
→両者共同で支援
対象者選定の上、
個別の就労支援
ﾌﾟﾗﾝ策定

←求職活動状況の
提供・共有化

職場定着に向けたフォロー
アップの強化

○自治体と協議会の設置及び当該
事業に関する協定の締結

○自治体への常設窓口の設置、
ﾊﾛｰﾜｰｸからの巡回相談の実施等の
ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ型の支援体制の整備
《全福祉事務所(約1,250箇所)対象》
→支援対象者の漏れない捕捉、
早期支援の徹底

生活保護受給者等就労自立促進事業の創設

生活保護受給者を含め広く生活困窮者を対象として、福祉事務所等にハローワークの常設窓口を設置するなどワン
ストップ型の支援体制を全国的に整備し、生活困窮者への早期支援の徹底、求職活動状況の共有化など就労支援を抜
本的に強化し、生活困窮者の就労による自立を促進。

新事業の概要
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（事例）総合相談・ワンストップ対応

○市の既存の相談体制の機能を強化。

○ワンストップで相談対応が可能であり、利用者への利便性が高い。

○直営方式のため、自治体内部組織（福祉事務所等）との連絡調整、連携を円滑に行うことが容易。

○税、国民健康保険、水道担当等の滞納情報を活用することで、生活困窮者の早期把握・早期支援が可能。

○市にとっても、市民の借金問題を解決することで過払い金の回収等を通じて公租公課の滞納額圧縮に寄与。

野洲市【直営＋既存の総合相談窓口に併設】

○ 一部の地域においては、複合的な問題を抱える者に対する縦割りでない総合相談やワンストップ対応を行い、成果を上げて
いるところがある。

○高齢者向けの総合相談窓口である地域包括支援センターに、新たな人員を配置し機能を強化。（全世代対応型に）
○新たな相談窓口を設置するよりも地域包括支援センターのノウハウを活用し、効果的・効率的な運営が可能。
○直営のため、自治体内部組織との連絡・調整、連携が容易。
○８か所のブランチを設置することで、地域住民の利便性も向上。

富士宮市【直営＋地域包括支援センターに併設】

○住居を失い、インターネットカフェや漫画喫茶等で寝泊まりしている不安定就労者や離職者に居住支援、生活支援、就労支援、貸付を実施する
広域的な取組事例。

○ワンストップサービスを実現するため、複数の民間法人に委託又は補助しつつも、窓口を一ヶ所に集約。ハローワーク職員の出張相談も同じ場
所で実施。

○相談者にとって、極めて利便性が高い仕組みであり、迅速かつ効果的な支援が可能。

ＴＯＫＹＯチャレンジネット（東京都全域が対象） 【委託・補助（複数法人）＋既存支援窓口との併設によるワンストップ型】

○中核地域生活支援センターは、福祉圏域ごとに県が委託して設置。（がじゅまるは市川市及び浦安市をカバー。）
○総合相談を主として実施。相談を受け止め、他機関につなぎ、支援体制を構築するまでの移行支援を中心に行う。
※ 単独では相談センターの設置が難しく、かつ、適切な民間委託先がない小規模自治体では、複数市町村と共同で一法人に委託することが考えられる。

千葉県中核地域生活支援センター「がじゅまる」【委託＋複数自治体による広域共同設置】

○「制度の狭間」に取り組み、民間活用型ながら行政との連携が緊密であり、かつ社会資源の開拓も視野に入れる参考例。

○地域における見守り・発見・相談・つなぎの機能を担うコミュニティソーシャルワーカーを生活圏域（７地域）ごとに２名配置し、制度の狭間や複数
の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サービスでは対応困難な事案の解決に取り組んでいる。

豊中市【委託＋地域福祉ネットワークで対応】
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○ 近年、地域において、生活訓練・就労訓練等を通じた就労準備のための支援を行う取組が始まっている。こうした事業では、ひ
きこもりやコミュニケーション能力が低い者を対象としノウハウ等の蓄積がない中でも、成果を上げている。

特定非営利活動法人青少年自立援助センターの若者自立支援

【事業概要】ひきこもり・ニート・不登校等の若者の自立を支援するため、合宿形式による生活改善・ボランティア・学習指導等
を行うもの。

横浜市中区「仕事チャレンジ講座実施事業」

【事業概要】生活保護受給者に対し、民間団体や地域と連携し、生活訓練・社会訓練・技術習得訓練を一体的に実施
（２か月程度）

【実績】
○ 平成２４年度に修了した７７名中５１名が就労（就労率６６．２％）

（平成２３年１０月～）

足立区「仕事道場」

【事業概要】あだち若者サポートステーションにおいて、コミュニケーション能力等の乏しいニート等がＮＰＯの職員の指導のもと、
地域の事業所に置いて就労体験（訓練）を行うもの（平均訓練期間：通常訓練約５．３か月）。

【実績】
○ 平成２４年上半期までに訓練を受講した６０名中４０名が卒業し２９名が就職（卒業者に占める就職割合は７２．５％）。

（平成２１年度～）

【実績】

○ 平成２５年８月現在センターに在籍している者（※）２２名のうち６名が就労、５名が進学している。（進路決定率約５０％）
※ プログラム終了後も引き続き、センターには居住。
※ このほか、「若者自立塾事業」受託時には、平成１７年７月～２２年４月に、１５４名中９４名が就労、８名が進学（進路決定率約６６％）。
基金訓練「合宿型自立支援プログラム」を通じて、平成２２年７月～２３年１２月に、５１名中３３名が就労（進路決定率約６５％）。

（事例）生活困窮者等への就労準備のための支援
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